
原子力発電施設等立地地域の振興に関する意見書  

 

　国においては、原子力発電所立地地域における振興及び住民の福祉の向上

を図るため、学校等の公共施設整備、避難道路などの防災、減災機能の強化、

住民福祉に関する利便性の向上、産業の振興などの支援を行うため、原子力

発電施設等立地地域の振興に関する特別措置法（以下、原発特措法）及び電

源三法に基づく電源立地地域対策交付金（以下、電源三法交付金）等がある。 

2011 年の東日本大震災での福島第一原子力発電所の事故以降、防災対策

が必要となる区域が拡大され、このたび原発特措法における支援対象地域を

拡大する方針が示されたところである。 

一方、原発特措法の第１条では「地域の振興、国民経済の健全な発展と国

民生活の安定」等が目的とされているにもかかわらず、同法第７条において

は、国の補助や地方債（原発債）については防災対策のみが対象とされてい

る。  

よって、現状の原発立地市及び周辺市町村の状況に鑑み、下記の点につい

て原発特措法及び電源三法において制度の拡充を強く求める。 

 

１．原発特措法については、河川事業など対象事業の拡大、またストックマ

ネジメントの時代に適した維持・修繕等の事業についても本事業の対象に

拡充すること。 

 

２．電源三法交付金については、原発から概ね 30 キロメートル圏に拡大さ

れた原子力災害対策重点区域を交付対象としたうえで、交付水準の引き上

げを図るなど、適切な制度に見直すこと。  

 

３．電源立地地域が日本の社会において重大な役割を持っていることに鑑み、

上記に伴って新たに必要となる予算について、既存の予算に上乗せすると

ともに、これらの予算は別枠で確保すること。  

 

 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。　 
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